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成長戦略（中期経営計画）

41 グループ総合力と外部連携による
包括的ソリューション

43 地域企業向け営業戦略
45 地域企業の成長支援
47 地域企業のデジタル支援
49 東日本大震災からの

復旧・復興に向けた対応

53 当行グループの多彩な機能①

55 当行グループの多彩な機能②

57 フロンティア事業領域の拡大
59 外部連携
61 個人のお客さまのライフサポート
63 アセットアロケーション変革｜有価証券
65 生産性の高い業務運営体制の構築
67 人材戦略①

69 人材戦略②

71 人材戦略③

73 ステークホルダーとのコミュニケーション

基本方針と重点戦略
Ⅰ ソーシャルソリューションビジネスの高度化 ▶P 41

・グループ総合力と外部連携による包括的なソリューション・グループ総合力と外部連携による包括的なソリューション
提供提供

・データ利活用による金融サービスの革新・データ利活用による金融サービスの革新
・環境ビジネスの推進・環境ビジネスの推進
・フロンティア事業領域への拡大・フロンティア事業領域への拡大

Ⅱ 地域を支える盤石な経営基盤化 ▶P 63

・・アセットアロケーションの変革アセットアロケーションの変革
・・生産性の高い業務運営体制への変革生産性の高い業務運営体制への変革
・・ガバナンス態勢の高度化ガバナンス態勢の高度化

Ⅲ 多様な人材が働きがいを持ち続ける組織づくり ▶P 67

・・地域課題を解決できる人材の育成地域課題を解決できる人材の育成
・・チャレンジ性にあふれた企業風土への変革チャレンジ性にあふれた企業風土への変革
・・働きがいを持ち続け、安心して活躍できる組織の実現働きがいを持ち続け、安心して活躍できる組織の実現

～D＆Iの推進～～D＆Iの推進～

連結当期純利益連結当期純利益 7070億円億円

連結ROE連結ROE
（株主資本ベース）（株主資本ベース） 44％以上％以上

連結自己資本比率連結自己資本比率 1010％程度％程度

OHROHR
（単体）（単体） 6060％台％台

顧客向けサービス顧客向けサービス
業務利益業務利益（単体）（単体） 1010億円以上億円以上

主要計数目標 2025年度
計画

第21次中期経営計画
～ 地域価値共創プラン ～

自己資本の活用
地域経済の発展に向け、主導的な役割を担う

ビジネスモデルの変革に向けた決意

新事業領域への
挑戦

金融サービス領域の
深化

地域を支える進化した金融のカタチをつくる期間

｜ 2023年度 〜 2025年度 ｜

CONTENTS
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地域シェア
の拡大

包括的ソリューション
経営
コンサル

エクイティ
ファイナンス

M&A・
事業承継

ストラクチャード
ファイナンス

企業・地域
ブランディング

サステナブル
ファイナンス

ICT・デジタル 資産形成

外部機関 従業員取引
高齢者取引

ダイレクト
マーケティング 人材紹介

03
S E C T I O N

グループ総合力と外部連携による包括的ソリューション
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化

グリーン営業

脱炭素社会の実現に向けた域内の課題
解決への活動を通じて、成長・発展へ
優先・実践すべき3つの領域を設定

総合金融グループ機能の活用や外部事業者・団体等との連携を深めることにより、包括的ソリューションを一層強化し、多様化・
複雑化するニーズに対応していくことで地域で不可欠な存在へ成長していきます。

お取引先の様々な課題を解決することで岩手県内における圧倒的シェア確保を目指します。特に融資・メインバンクシェアは50％
以上を長期目標に掲げていますが、前倒しで達成に向けて取り組んでいきます。また、歴史的かつ商圏的つながりのある八戸・仙台
地区は重要な県外マーケットと位置づけており、融資シェアの拡大を目指しています。

お取引先のニーズは年々変化・複雑化しています。当行では地域のニーズに沿ったサービスの提供に向け、地域IR開催の際にア
ンケート調査を実施しており、グループ内役職員で共有したうえで様々な施策を展開しています。

グループ機能や外部連携を活かした包括的ソリューション

地域シェアの向上

多様化・複雑化するニーズ

お取引先の現状および課題を認識・分析し、事業内容や成長可能性を適切に把握したうえで、企業価値に向けた支援へとつな
がるプロセスのなかで「事業性理解」が重要なアプローチであり、ソリューションビジネスの根幹です。

下図は一例ですが、事業性理解を軸としてGXやDX支援などにつなげています。

ソリューションビジネスの根幹は事業性理解

デジタル支援（ICTコンサルティング）

デジタル化推進による業務改善支援を行
い、お客さまの企業価値を向上。地域の
デジタル化促進と気運の醸成も図る

地域ＩＲアンケート調査（2023年6～7月） 回答数 1,260人 ／ 回答率 71.0％

多様化・複雑化
するニーズ

当行グループならではの
ESG＆SX経営

事業戦略 資本戦略

ビジネス
マッチング

再エネ・LBO等
深掘り

起業・創業
CVC

グループ会社機能

いわぎんリース
いわぎんクレジットサービス
いわぎんディーシーカード

いわぎんリサーチ＆コンサルティング
manordaいわて

いわぎん未来投資
いわぎん事業創造キャピタル

外部連携

産学官
同業・異業種

大企業、スタートアップ 等々

優先すべき領域

岩手銀行の支援体制

営業店
（地域の営業店が連携）

本部
（直接営業・営業サポート）

脱炭素応援ローン
サステナビリティリンクローン

八戸地区　融資シェア（％） 預金シェア（％）

仙台地区　融資シェア（％）

2003 2004 2005 2021 2022 2023

5.65

10.39

2003 2004 2005 2021 2022 2023

1.62

3.44

メインバンク比率（％）［帝国データ］

2019 2020 2021 2022 2023 ～2032

43.13
50.00

43.19

融資シェア（％）

2010 2011 ～2032

39.71

2021 2022 2023

46.27 50.00

2010 2011 2021 2022 2023

47.26 50.53

外部連携を通じた
新たな経済圏や
付加価値の創出

再生可能
エネルギー
への投資

脱炭素社会の
実現に向けた
取組みの深化

事業性理解
事業内容や成長可能性などを理解する
とともに経営課題を把握

地域特性や
事業内容の
理解

事業内容

岩手銀行
グループ

成長可能性

決算書類等

業務フロー
設計 業務移行 定着支援

IT・デジタル定着支援コンサルティング
定着支援

BPRコンサルティング

現状分析 課題抽出 改善策
検討

課題解決

● お客さまが今後検討したい項目を教えてください［複数回答可］お客さまが今後検討したい項目を教えてください［複数回答可］（％） ● 当行担当者に期待するもの［複数回答可］当行担当者に期待するもの［複数回答可］（％）

その他

海外進出

技術力向上

社内体制

SDGs・脱炭素

資産運用

コスト削減

不動産の有効活用

デジタル化支援

事務効率化・
生産性向上

事業承継、M&A

新規事業

販路開拓

財務強化

資金調達

人材確保 33.2

29.7

24.3

24.3

17.5

17.4

17.1

14.0

13.6

13.1

12.0

10.1

6.7

4.6

2.3

0.9 無回答

融資以外のサポート

本業支援

将来展望の理解

事業内容の理解

迅速な対応

信頼感・安心感

経営課題の理解

ニーズを踏まえた提案

情報提供の質・豊富さ 46.3

34.4

25.6

25.4

24.3

24.3

19.0

18.4

11.9

4.3
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地域企業向け営業戦略
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化 03

S E C T I O N

■エネルギー

■仕組系

■LBO

■不動産
ノンリコース

■その他 76.5％

9.6％2％
6％

5.9％

2023年
実行額

763億円

執行役員営業戦略部長　山崎 勝美

営業戦略部は、長期ビジョン「お客さまの課題解決と地域社会の持続的成長を牽引する価値共創
カンパニー」実現のため、当行グループが目指す「ESG＆SX経営」に積極的に取組むべく、前身の法
人戦略部とリテール戦略部を再編して2023年4月に組織され、営業戦略全体の企画立案とストラク
チャードファイナンス貸出の推進を担っています。

2023年度は各地域の営業店が主体性をもって「顧客起点」「中長期視点」で行動し、顧客ロイヤリティを高めていくための基盤
づくりに注力しました。2024年度はこの基盤を軸に、県内、両翼地区（八戸・仙台等）の中小企業等貸出金シェアを向上させてい
く方針です。加えて、ストラクチャードファイナンスについてもエネルギー向けプロジェクトファイナンス・LBOファイナンス等の深掘
りや、秋田・岩手アライアンスにおける連携ファイナンス推進などにより一層強化してまいります。

シェア拡大、トップライン増強に主眼を置き、シェア拡大、トップライン増強に主眼を置き、
取り組んでいく取り組んでいく

ストラクチャードファイナンスは
当行の新たな収益の柱とすべく、
ストラクチャードファイナンス室を
新設し、業務集約や新たな領域拡
大、人材育成などに注力してきまし
た。その成果は早くも表れており、
残高・収益の両面で中計に掲げた
目標達成が見えてきています。堅調
なエネルギー向けやLBOファイナ
ンスの対象エリアを拡大するととも
に、不動産ノンリコースなどの領域
拡大などへ取り組んでいきます。

当行では、地域統括型営業体制への移行に合わせて、各営業店が地域毎のマーケットに応じて自店の業務方針や営業目標を
定めて、地域に根差した営業活動を展開していくこととしています。これは、「本部指示型」の目標から自ら意欲的に挑戦すること
を目指す「自主目標型」への移行であり、2023年度はその移行期間として、営業店のサポートを実施しました。
具体的には、営業店支援チームが主体となり、目標設定のサポートや経営戦略との融合の後、四半期毎に効果・検証を実施

することで、顧客起点・中長期視点への意識変化・基盤づくりに注力しました。

2023年度の主な取組み
１営業店自主目標への移行サポート

ストラクチャードファイナンスへの取組み

法人分野においては、目指すべき3つの50として、岩手県内融資シェア50％、岩手県内のメインバンクシェア50％、トップライン増
強50億円増加の長期的KPI（2032年度まで）を掲げています。この達成には、中小企業等貸出の増強がカギとなります。コロナ関
連融資の早期償還などで 2023年度は伸び悩みましたが、事業性理解を中心としたグリーン営業やデジタル支援で需資を創出しつ
つ、岩手県内や県外主要エリアの融資シェア拡大に向けた営業強化に取り組んでいきます。同時に、課題解決へのサービス拡充や
事務に見合った手数料引上げなどにも継続的に取り組み、トップラインの増強も目指していきます。

今後の取組み

SDGs私募債（億円）

2021 20232022

44

81

100

実行額種別割合（％）

2022 20252023 2024

2,064
2,522

2,825 ＋α

2,750

2022 20252023 2024

18

28 28
32

平残推移（億円） 収益（利息＋手数料／億円）

クレジット仲介累計実績用（トン）

2021 20232022

1,346

2,425

2,625

109

グリーン ブルー

脱炭素応援ローン（億円）

2022 2023

21

63

貸出平残推移（億円） 中小企業等貸出（平残／億円）

2020

18,702

2021 2022 2023

地方公共団体個人法人

10,901

4,378

3,422

19,232

11,087

4,707

3,437

19,767

11,293

4,942

3,531

20,556

11,960

5,082

3,513

21,069

12,429

5,204

3,435

2024

トップライン増強（億円）

2022

6,965

2023 2024 2025

7,202
7,482

7,900

2022

255

2023 2024 ～2032

267 284

173

81

182

85

198

85

役務収益貸出金利息
300億円以上
2022対比
＋50億円

300億円以上
2022対比
＋50億円

2021

744

2022 2023

705
613

343

401

426

279

492

121

据置中返済開始済

コロナ関連融資（ゼロゼロ含み／億円）

今後の取組み
エネルギー向けPF、LBOファイナンスの深掘り
・対象エリアを全国へ拡大
・秋田/岩手アライアンス活用
不動産ノンリコース等の領域開拓
・不動産ファイナンスへの体制強化
・新領域における人員育成
仕組ローン等への継続的取組み
・仕組ローンの計画的な積上げ

累計実行額 累計実行額

営業店主体の活動への転換

営業店が主体性をもって、
地域との関係性を深め、課題解決に軸足を置き、

顧客ロイヤリティを高めていく

営業店 本部（営業戦略部が中心）

目標設定のサポートや定期的な検証を
実施することで顧客起点・中長期視点への

意識を醸成× ＝ 当行グループが地域と
ともに成長していく

地域社会の
持続的成長を牽引する
価値共創カンパニーの実現

顧客起点・中長期視点
地域の強みや
お客さまのニーズ
を業務方針に
落し込み

お客さまが
抱える課題解決
と地域創生を
実現

実績に
基づいた
本部との
継続的対話

経営戦略との融合

営業店の
業務方針や
目標設定の支援

定期的な
検証

営業店との
対話による
改善

近年におけるSDGs・脱炭素実現への高まりを受けて、SDGs私募債やグリーン・ブルークレジット仲介など各方面での実績は
拡大傾向にあり、脱炭素に資する取組みを条件とした「脱炭素応援ローン」も堅調に利用拡大しています。このほか、脱炭素への
さらなる高度化を目指す企業を対象とした「いわぎんサステナビリティ・リンク・ローン」も創設し、企業のレベルに応じたサポート
ラインナップをさらに拡充しました。

❷サステナブルファイナンスへの取組み
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地域企業の成長支援
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化 03

S E C T I O N

TOPICS

販路開拓は地域のお取引先の根強いニーズであり、当行でも永く支援を続けています。自治体や地方銀行ネットワーク、連携
地銀など多方面から取組み、多くのお取引先をサポートしています。

岩手県内の自動車関連誘致企業に部品を納入できる地場企業を育成し、岩手に「クルマ」のものづくり文化を創造することを
目指し2003年に設立しました。倶楽部では定期的に情報交換会などを行い、会員企業の技術力向上に取り組んでいます。当行
も会員企業へ専門人材（大手自動車メーカーOB）を派遣するなどサポートしています。

本業支援（主な事例）

2022年4月、矢巾町およびCO2排出測定・可視
化サービスを手掛けるゼロボードと脱炭素に関する
基本合意を締結した後、その数は拡大し、現在では
県内11市町村となっています。連携拡大以降は連携
している自治体の地域特性や状況に応じた様々なサ

ポートを実施してい
るほか、連携自治
体間での情報交換
会を開催するなど、
地域の脱炭素化を
先導しています。

グリーン営業（主な事例）
１連携している自治体のサポート

１ビジネスマッチングによる販路開拓支援

❸ TeSNet（テクニカル・ソリューション・ネットワーク）倶楽部の活動強化

執行役員地域貢献部長　長瀬 俊章

地域貢献部は、時代の一歩先を見据えた地域のフロントランナーとしての活動を展開することに
より、地域経済の発展に貢献する役割を担っています。

2023年度は、自治体ＪクレジットやＪブルークレジット®の紹介・創出支援など、地域脱炭素化に向
けた「面」での取組みが、内閣官房「令和５年度『地方創生に資する金融機関等の特徴的な取組事例』」
に選定され、地方創生担当大臣より表彰を受けました。
本年度においても、お客さまのGX（グリーントランスフォーメーション）支援をはじめとする5分野における専担チームが、併設す

る公務室と連携し、法人営業の羅針盤である「グリーン営業」を基軸とした活動を展開する中で、「事業性理解」、「本業支援」によ
る企業価値向上や地域経済の成長を通じ、地域のサステナブル社会の実現に貢献してまいります。

地域のフロントランナーとして、常に先を見据え、地域のフロントランナーとして、常に先を見据え、
グリーン営業・本業支援を展開するグリーン営業・本業支援を展開する

2021年からスタートしたカーボンクレジット販売支援は、森
林のJクレジットから始まり、2023年度にJブルークレジット®も
加え、実績は拡大しています。今後は、岩手に広がる水田を活
用した農業由来のカーボンクレジット創出販売支援なども手掛
け、環境ビジネスのラインナップを充実させていく予定です。

❷様々なカーボンクレジットの創出販売支援

クレジット仲介累計実績クレジット仲介累計実績 2,700トン以上トン以上

・基本計画策定等のアドバイス
・域内施設のLED化サポート
・脱炭素関連融資の利子補給
策定
・域内事業者への温室効果ガス
可視化
・サービスの斡旋
・新たなクレジット創出方法の
紹介　等々

連携自治体のサポート状況

❹一戸町

❾八幡平市

❼金ケ崎町

❺九戸村

❶矢巾町

❽北上市

❷住田町

❻釜石市

❸遠野市

　岩手町10

　滝沢市11

「いわぎん次世代経営塾」は、今後の地域を担う次世代経営者を対象に、実践的な自己啓発の場を提供し、経営者間の交流を
深めること、円滑な事業承継ならびに企業の存続と発展をサポートすることを目的とし、2011年に開講しました。自社の将来像
を示したアクションプランの作成を通じて、経営に関する事項やリーダーシップなどを学ぶ実践的な研修内容となっています。
外部講師だけでなく、当行役員による特別講話や卒塾生の企業訪問なども実施しています。

❷いわぎん次世代経営塾

卒塾生卒塾生

240名超名超

（2024年6月末）

会員数会員数

32社社

いわて食の大商談会
2023年6月
盛岡 当行紹介当行紹介 31社社

Netbix商談会
2023年9月
東京 当行紹介当行紹介 10社社

地方銀行フードセレクション
2023年10月
東京 当行紹介当行紹介 9社社

自動車関連
誘致企業

地場
企業

岩手県・
外部団体

連携 加入

連携

TeSNet倶楽部

会員企業
(地場企業)

技術力
向上支援 情報

提供等

商取引商取引

滝沢市との連携協定

自治体の保有施設を対象としたGHG排出量の「見える
化」から、「課題解決」までのプロセスを一元管理するととも
に、地域全体を「面」と捉え、自治体のグリーン・ブルークレ
ジットの創出・ 販売
支援を行うなど、総
合的な取組みが評価
され、2024年3月に
内閣府特命担当大臣
（地方創生担当）より、
表彰を受けました。

温室効果ガス排出量の『見える化』 カーボンクレジットの創出・販売支援

県内1１市町村と『脱炭素社会の実
現に向けた基本合意書』を締結

省エネ対策としてのリースを活用し
た公共施設のLED化を提案

Ｊクレジット販売仲介支援
●岩手県　●一関市　●住田町
Ｊブルークレジット®の紹介業務
●洋野町と住友商事東北との連携

地産地消オフセット

面的支援を拡大しながら、脱炭素実
現に向け、ファイナンス面でサポート
●脱炭素応援ローン
（利子補給型、地域浸透型）

設備資金 運転資金

省エネルギーへの転換 資金ニーズへの迅速な対応

GHG可視化
削減管理

農業由来の農業由来の
カーボンクレジットカーボンクレジット

α
JクレジットJクレジット JブルーJブルー

クレジットクレジット®®
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地域企業のデジタル支援
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化 03

S E C T I O N

●計数作成自動化によるコスト削減計数作成自動化によるコスト削減
　2025～2029年度の5年間想定累計 1.1億円億円

●行動を先回りした情報提供の実現に向け、行動を先回りした情報提供の実現に向け、
予測モデリング機能を整備予測モデリング機能を整備

［2023］Auto ML「Data Robot」導入
［2024］法人資金需要モデル、消費者ローンの

与信判断モデルを構築
●適時適切なアプローチの実現に向け適時適切なアプローチの実現に向け

MAツールを導入MAツールを導入
［2023］MAツール「CXMソリューション」導入
［2023］カードローン等トライアル実施

データ利活用は中計の重点戦略のひとつであり、グループ内の豊富な情報を活用した新たな金融サービスの提供、デジタルを
活用した営業体制への変革、アナログからデジタル化による生産性向上などを目的として、積極的に取り組んでいます。
目指しているデータ利活用サイクルの実現に向けて、2023年度は行動予測などの機能を導入したほか、最大の課題といえる
データ利活用基盤整備に向け、行内ワーキンググループを立ち上げ、法人分野・個人分野・生産性向上をテーマとして、効果的な
導入方法を検証しました。2024年度は基盤整備に着手し、2025年度から個人ローンを中心に順次利用拡大していく予定です。

多くのお取引先が、デジタル化やＩＴ化による効率化を経営課題として挙げていますが、対応人員不足や情報不足から、地域金
融機関のサポートに期待する声が高まっています。そのようななか、2023年10月にデジタル推進部内に「デジタルサポートチーム」
を新設のうえ、ICTコンサルティングを開始するとともに、課題解決能力をさらに高めるため、ビジネスマッチングなどご支援をいた
だいている企業と2024年6月に包括連携協定を締結しました。各社が保有するリソースを活用し、相互に補完し合うことで、地域
のDX化を推進していきます。

デジタル支援（ICTコンサルティング）

データ利活用による金融サービスの革新

デジタル推進部長　高橋 暢

非対面サービスの強化、行内データの利活用、地域ICTコンサル活動などを通じて、デジタル技術と
データを活用したお客さまとの接点強化と地域のデジタル化を推進しています。2023年度は「いわ
ぎんアプリ」機能の追加により、お客さまが使いやすい非対面チャネルの提供を進めるとともに、機械
学習モデルを用いたデータ分析やオムニチャネルでの情報提供などデータ分野での新たな取組みを
開始しました。また、10月には地元企業のDX推進を目的としたICTコンサルティングチームを立ち上げ、活動を開始しています。
2024年度は、お客さまとのデジタル接点強化をさらに進めるとともに、銀行内外の情報を活用したユーザビリティの高い情報提供
を進めます。また、ICTコンサルティングチームによる活動を本格展開することにより地域のデジタル化を牽引していきます。

お客さまとデジタルを身近な存在として、お客さまとデジタルを身近な存在として、
つなぎ合わせていくつなぎ合わせていく

これまで「対面領域」と「非対面領
域」は分離独立しており、プロセスや結
果は利用可能なデータとして蓄積され
ていませんでしたが、基盤整備により、
対面・非対面が相互に連携し、営業活
動を高度化させる「デジタルを活用し
た営業体制」へと変革させていきます。

キーウェアグループ、サイボウズ、フリー、NTT東日本と包括
連携協定を締結し、DXコンサルティング体制を一層強化

デジタルを活用した
営業体制への変革

行動予測・自動配信

［2023］効果的な導入に向けて、行内ワーキン
ググループによる各種検証を実施

●法人分野法人分野
　本業関連提案、資金需要予測・業績悪化
●個人分野個人分野
　マイカー・カード等消費者ローン、預り資産
●生産性向上生産性向上
　計数作成の自動化

［2024］基盤整備に着手
2025年度上期から運用開始を目指す

データの一元管理実現へ

タイミングを逃さない提案で利用拡大

当面の主な効果
マイカー等消費者ローン（平残／億円）

2022 20252023 2024

334 346 359
400

機能強化による利便性向上などでユーザー数を
拡大

アプリ（アクティブユーザー数／万人）

2022 20252023 2024

13.5
17.2

20.0

20.0

＋α
1年前倒し目指す

データ利活用
サイクル

お客さま
適切な適切な
アプローチアプローチ

接点強化接点強化

お客さまお客さま
行動の理解行動の理解 収集・蓄積収集・蓄積

分析分析

自動配信 チャネル
（アプリ 等）

行動予測 データ利活用
基盤整備

サイクル実現による収益効果（当行独自試算）

適切なマーケティングによる収益機会ロスの削
減、計数作成プロセスの効率化によるコスト削
減効果、データ利活用による法人、個人向け営
業の高度化

最大最大12億円程度億円程度
2025～2029
年度の5年間

グループに内在するデータは各所に
分散しており、データ連携にはアナロ
グ作業が発生するなど非効率な形と
なっていました。この状況を打破する
とともに、データセキュリティを維持し
つつ、利活用を促進・効率化させるた
め、基盤整備に取り組んでいます。

データ利活用基盤整備イメージ

本部職員
（計数作成効率化）

営業店職員
（営業・窓口）

デジタルチャネル
（アプリ、メール、
ビジネスWEB、
ホームページ、
ATM など）

地銀共同センター
（勘定系など）

外部
（不動産登記など）

グループ会社

デジタルチャネル
（いわぎんアプリ、
ビジネスWEBなど）

分散システム
（投資信託、
営業店支援など）

データ利活用基盤

収集
・
加工

蓄積 連携

クラウド接続環境

生成AI、各種クラウドサービスなど

営業店
（支援システム）

渉外活動の効率化
人材トレーニング

デジタルチャネル
（ローンWEB完結、
アプリ　等）

営業戦略の進化
最適なアプローチ

２折衝 ２レコメンド・配信

３申込・成約 ３申込・成約

４フィードバック・蓄積 ４フィードバック・蓄積

１実績可視化 １データ連携

対
面
領
域

対
面
領
域

非
対
面
領
域

非
対
面
領
域

お客さま

データ
利活用
基盤

在庫管理

電子帳簿保存法
インボイス制度

会計

経費精算

債権債務管理 各種証憑作成
（見積書、請求書）

給与計算／
勤怠管理

営業管理

販売管理

顧客管理（CRM）

社内情報共有

ワークフロー

年末調整

フロント／ミドル領域

バックオフィス領域

・経営層、現場ヒアリング
・業務フロー可視化
・課題の把握

ヒアリング
STEP
1

・改善すべき業務課題抽出
・課題優先順位の検討

分析・課題の特定
STEP
2

・改善策のご提案
・費用対効果の検証

打ち手の検討
STEP
3

・システム定着サポート
・操作方法レクチャー
・定着に向け継続サポート

定着支援
STEP
4

問題点の洗い出しから最適な業務フローの実行までをサポート

社内の事務作業を効率化

働き方改革への対応

部署・部門別の情報を共有

社内にどんなシステムが
適しているか

様々なニーズ

幅広い対応領域
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事業再建（事業再開）支援

03
S E C T I O N

「復興再生支援チーム」は、東日本大震災により被災したお取引先企業に対して、当行グループの総力を結集し、商材斡旋や販
路紹介など様々なニーズへの対応や財務支援アドバイスなどの適切な解決策を提案し、事業再生の支援を図ることを目的として、
2011年5月に設置しました。
チーム設置以降、多様化する経営者の課題解決に向け、経
営者と同一目線に立ち、一社一社オーダーメイド型の支援を
展開しており、2013年3月までの2年間は事業再建支援が活
動の中心でしたが、同年4月以降は、事業再開を果たしたお取
引先企業に対するフォローアップ支援へと活動内容を変化さ
せてきました。
東日本大震災から10年以上が経過し、債権買取機構のス

キームを活用したお取引先企業に対するエグジット（※）支援へ
移行しつつあり、お取引先企業の再生局面に合わせた支援を
継続していきます。
（※）エグジット：債権買取機構のスキームを活用したお取引先企業が金融機関
等から融資を受けて、債権買取機構が保有する債権を一括返済すること。エグ
ジットにより、債権買取スキームを活用した一連の事業再生手続きが完了する。

東日本大震災からの復旧・復興に向けた対応
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化

主な活動の成果（2024年3月末）

活動の成果 先数 金額

経営計画策定完了数 692先 ¦

各種震災関連ファンドの取組み 36先 62億円

債権買取機構への債権売却 182先 114億円

債権買取機構等のエグジット
ファイナンス支援 43先 26億円

●支援事例
　九戸郡洋野町できのこ類の加工販売を行う株式会社長根商店は、
東日本大震災による倉庫の全壊および在庫の流出被害を受けました。
さらに、その後の原発事故に伴う風評被害により売上が低迷したことから、
東日本大震災事業者再生支援機構（以下、「機構」という）の支援を受け、
再建を進めてきました。
こうした中、復興再生支援チームでは、同社が機構への一括弁済（エグ
ジット）を希望していることを受け、他の金融機関と協調しエグジット支援を
行いました。
同社では、天然きのこを主原料とした独自の主力商品「森のレバ刺し」

を開発し、製品づくりのほか工場敷地内に有する食堂「きのこの駅」の
運営等を通して、天然きのこの食文化継承にも力を入れています。

移転新築後の工場

流出した在庫

東日本大震災からの復旧・復興に向けた対応

復興再生支援チームの活動

・2011年5月～2013年3月
（集中支援）
・事業再建に向けて、お取
引先企業の目線に立った
「オーダーメード型」支援
を展開

・事業再生計画の策定の
支援、進捗の共有
・商材斡旋、販路拡大等の
本業支援

フォローアップ支援

・債権買取機構のスキーム
活用を支援
・事業再生計画の策定を
支援

債権買取支援

エグジット支援

・債権買取機構との協議、
エグジット計画の策定支援
・エグジットファイナンスへ
の対応

種市

軽米
二戸
一戸

浄法寺
安代

久慈中央久慈

伊保内
野田

葛巻沼宮内

岩泉
好摩

巣子

平舘

滝沢

盛岡雫石
流通センター 矢巾
花巻北

（コンサルティングプラザ）
花巻西

紫波
石鳥谷

花巻
常盤台

土沢鍛冶町 遠野
北上東
北上
北上駅前

江刺金ヶ崎

江釣子
（コンサルティングプラザ）

あてるい
（コンサルティングプラザ）

日高
（コンサルティングプラザ）

三関
（コンサルティングプラザ）

水沢
原中

前沢
平泉山目町

一関西 一関

摺沢

千厩

藤沢花泉

世田米

気仙沼

大船渡高田
盛

中妻 釜石
はまゆり

大槌

山田

宮古中央 宮古

津波被害が
大きかった地域

営業休止店舗

東日本大震災から13年が経過し、道路や防潮堤などインフラを中心とした整備は大きく
進みましたが、コロナや物価高などの影響もあり、事業者の生業が震災前に戻っていないこ
とから復興は未だ途上にあるといえます。このなか、震災は決して忘れてはいけませんが、その
風化が進んでいることも事実としてあることから、己を戒める意味でも当行が震災当時、どの
ように対応したのかを振り返ることにし、同時に地域の事業者の皆さまへ当時の対応状況
やBCP対応の変化などについて、外部講演を通じて、公開しました。

事業者向けに講演する岩山頭取

BCP（業務継続計画）ノウハウの提供「忘れてはならない震災の記憶」TOPICS

県内を中心とした
当時の店舗状況
（2011年3月31日当時）

野田支店 大槌支店 高田支店

人的被害
死者 パート職員1名、賄い2名

負傷者 行員1名

建物・
設備被害

店舗 全半壊 8店舗、一部60店舗
（2.1億円）

社宅 全半壊4棟、一部13棟
（800万円）

その他
店舗外ATMブース
（6,000万円）

機械
ATM、勘定系端末など
（9,500万円）

その他 流出現金 3,800万円

・来店客に被害なし
・沿岸地域の８カ店が営業休止を余儀なくされた
・建築物や機械等の被害額はおよそ４億円

1  当時の当行の被害状況

東日本大震災の風化が東日本大震災の風化が
進んでいると感じる進んでいると感じる 49.9％％ その要因はその要因は

自分自身の意識自分自身の意識 46.2％％
岩手県　復興に関する意識調査 2024
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03
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東日本大震災からの復旧・復興に向けた対応
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化

2 当時の対応状況 3 経験を教訓とした当行のBCP
BCPノウハウの提供「忘れてはならない震災の記憶」TOPICS

震災発生当日（2011年3月11日）

震災関連データ

有効に機能した点
項目 内容

生命の安全最優先 緊急時対応マニュアルに明記するとともに、早い段階で「人命第一」とのメッセージを発信。
前年の2010年2月28日にチリ沖地震で発生した津波において対応した経験が活きた

津波のリスクシナリオ リスクシナリオとして「地震・津波」を一体として掲載。元来、沿岸部では「地震＝津波」とい
う意識が高いこともあり、被害を最小限に抑えることができた

県内他行との連携 互いが呼びかけに応じあい、連携して震災に対応していく方針を固めたことにより、業務継
続に必要とされる限られた資源を有効に活用できた

現場力の発揮

本部との連絡手段がない中、支店長を中心に現場職員が臨機応変に判断し、安全確保と
業務継続を同時並行に進めるなど、現場力が発揮

被害の少なかった店では地域単位で適切な行動ができ、内陸部では被災地フォローを優
先させるなど、相互扶助の精神がみられた

改善を要する点
項目 内容

通信手段などのインフラ整備
通信手段や自家発電装置、物資調達ルートなど災害時に必要となるインフラ面を早期に
整備しなければならない。特に、通信手段の整備は、情報の交錯や誤った判断を避けるた
めにも、最優先の課題。情報がないことによる精神的負担は大きい

「想定外」への対応
想定外の事態でも、現場の長が臨機応変に対応できるよう、自己判断による初動範囲と
その権限移譲をより明確かつ具体的に示さなければならない。定期的な訓練や啓蒙は
欠かせない

対策本部と現場の認識相違
人伝いやEMC着信履歴などの間接情報により、比較的高い割合で安否確認ができていた
と認識し、営業継続に向かっていった本部と、営業店職員の安否確認も困難な状況で、
安全確保に努めていた営業店との間には、認識に大きな温度差があった

3～7月累計
・件数 13,266件
・金額 17.7億円

便宜扱い支払 取扱件数
※ 便宜扱い：通帳・印鑑なく対応

・うち 3/12(土)～13(日)
・件数 1,311件
・金額 0.7億円

2011/3/12～2012/3/31
・件数 8,394件

相続 取扱件数

うち　震災理由による
・件数 2,475件

3/14～3/31
・件数 5,395件

フリーダイヤル 受電件数

災害時の通信手段と
もなる公衆電話
全国に約15万台あり

発生事象 本部 被災地を含めた営業店

14:46
東日本大震災が発生

発生と同時に「緊急時対策本部」を設置 地震発生を受けて、店内のお客さまと職員の安全を確保

緊急時対応マニュアルには、「生命の安全を最優先」と明記

東北全域で停電発生
ライフライン断絶・
交通規制

自家発電装置の稼働（本店）
ホストコンピュータ稼働を確認
電力節約のため、最低限PCで作業

自家発電装置の稼働（32カ店）

想定が一時的停電であり、業務継続には不十分

14:49
沿岸部に

大津波警報発令

電話およびPCを通じたエマージェンシーコール
（EMC）を開始
・全店へ安全確保指示

防災無線などによる通知を受け、避難行動
・本部へ避難通知後、連絡が途絶える
・まとまった避難ではあったが、先に避難させた
パートや行員らと避難がバラバラ

緊急時対応マニュアルには、「津波」想定シナリオあり

ネット回線が切断され、PC発信不可 連絡手段なく、安否確認が難航

15:06
スマートフォンによるEMC発信

受け手の通信規制、タイムラグが生じる

避難する旨の連絡後、通信が途絶える
津波到来まで時間がない中、顧客情報などの格納作業で
ギリギリの避難

15:18 大船渡・高田・気仙沼支店が津波で全壊

15:21 大槌・はまゆり支店が津波で全半壊

15:26 山田・宮古支店が津波で全壊

15:30 本部と営業店の電話が交錯
沿岸部への電話連絡を継続もつながらず

16:30 第1回緊急対策ミーティング開催

18:00
連絡が取れる営業店に対し、対応を通知
・事務手続き、防犯対策、便宜支払対応、
連絡先の周知 「人命が最優先」

20:00 第2回緊急対策ミーティング開催

22:30 宿直を残し、一時帰宅

23 : 29 沿岸地域の職員へEMC発信（安否確認）

人づての間接情報で安否確認できたと認識するも、
事後精査では津波発生前だったとのケースも

被災地では自店行員との連絡も困難

本部との連絡手段がない中、支店長を中心に　
現場職員が臨機応変に判断し、安全確保と　　

業務継続を同時並行に進めるなど、現場力が発揮

BCPの推移
項目 震災前 震災後（現在）

ハード面

通信機器の整備
（衛星電話配置） 5カ所 35カ所
自家発電装置の拡充 32カ所 60カ所
非常用備品の見直し 非常用食飲料

職員×2日分
飲料水は衛生面用途が多く、弾力的対応
へ変更

重要書類の本部集中保管 営業店100％ 本部100％
外部連携 ― 県内３行、北東北３行、地銀共同センター

参加行との相互支援体制を整備

ソフト面 マニュアルの見直し 現場権限の不明確 現場の営業部店長が臨機応変に対応でき
るように変更（本部追認）

運用面

エマージェンシーコール
（緊急連絡・安否確認）
全職員カバー率

30％ 80％（パートを除くと100％）

定期的な訓練 1回／年 ２回／年
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いわぎんディーシーカード、いわぎんクレジットサービス　～ 地域のキャッシュレス化をサポート ～

いわぎんリサーチ＆コンサルティング　～ 岩手には、岩手を知る、ビジネスコンサルティングを ～

当行グループの多彩な機能①
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化

いわぎんリース　～ 課題解決と持続的成長をけん引する活動を「積み重ね続ける」～

　当社は岩手銀行設立40周年記念事業の一環として1972年に設立された総合リース
会社です。

以来、地域に根ざした総合金融サービスを提供する岩手銀行グループの一員として、
お客さまの設備投資ニーズに対して、リースならではのソリューションを迅速かつ的確に
提供する活動に社員一丸となって取り組んでまいりました。
感染症の影響から抜け出し、前向きな設備投資機運が高まってきている今年度は、岩
手銀行とともに、より積極的にお客さまの最適な資金調達手段をご提案する活動に取り
組んでまいります。
急激に変化する事業環境の中、リースを通じたお客さまの事業の発展やSDGsへの取

り組みによる持続可能な社会の実現に貢献し続ける活動を今後もひたむきに積み重ね
続けてまいります。

社会のキャッシュレス決済はデジタル化の進展を背景に昨年度の決済比率は、39.3%
まで上昇するなど急速に拡大し、決済に対するニーズも多様化・高度化しています。こう
したなかでクレジットカード業務において質の高いサービスをご提供することにより、お
客さまの信頼にお応えするとともに、業務の適正な運営を通じて地域社会の発展に貢献
することを目指しています。
こうしたキャッシュレス化のなかで、昨年度の会員カード利用高、加盟店取扱高ともに
高い伸びとなっています。
今後もキャッシュレス化の進展は継続するものであり、クレジットカード業務について

は、法人カードを中心に経費精算の簡略化やキャッシュフローの改善等に向けて、また、
加盟店業務においてはキャッシュレス決済の導入を通じての売上増加および確実な回収
等のお手伝いにより、地域経済の活性化に貢献してまいりたいと考えています。

当社は、地域のリーディングバンクとして、事業者様が抱える様々な経営課題の解決
をワンストップでサポートするため、銀行グループのコンサルティング機能を集約かつ高
度化することを目的に2020年4月にいわぎんコンサルティング(株)として設立されました。
2022年4月に旧岩手経済研究所の地域経済調査業務を移管し、いわぎんリサーチ＆コ
ンサルティング(株)として、今期で設立5期目を迎えています。
地域経済には特有の環境や傾向による課題が存在します。
当社は岩手銀行グループのコンサルティングエキスパートとして地域経済を統計的か

つ体感で日常的に把握しています。そのうえで密接に地域の皆さまと関わり、ご相談をお
伺いし、課題解決のその後まで皆さまの伴走者として寄り添い続けます。

リース債権実績と計画（億円）

142

151
155

162

2022 2023 2024 2025

2020

29.7

2021

32.5

2022

36.0

2023

39.3

85.8 95.0
111.0

126.7

決済額（億円）
キャッシュレス比率（％）

2022

193

2023

219

2024

242

2025

266

加盟店取扱高実績と計画（合算、億円）

2022

4.2

2023

3.7

2024

3.8

2025

3.9

その他経営支援M&A、事業承継

2.5

1.0

0.6

2.0

1.1

0.6

2.2

1.1

0.5

売上高実績と計画（億円）

■クレジット

■デビット

■電子マネー・コード決済

83.5％

13.6％
2.9％

2023

経済産業省

クレジットカード
がけん引

代表取締役社長

佐藤 求佐藤 求

代表取締役社長

柿木 康孝柿木 康孝

代表取締役社長

佐々木 泰司佐々木 泰司

Client First （お取引先のために）　Your Partner （伴走者として）

行動規範

「ローンとリースのワンストップ営業」
銀行と連携し、お客さまに最適な資金調達手段を提供

・お客さまの視点に立った案件の組立により、ローンとリースのベストミックスをご提案
・環境問題や社会課題解決に向けたサステナブルリースを推進

重点方針

法人カードの拡販と新規加盟店の開拓
自動車整備工場、理美容業、飲食店、開業医等幅広い業種にて新規加盟店契約が増加中
重点方針

国内キャッシュレス決済の現状 民間最終消費支出に占めるキャッシュレス決済額・割合民間最終消費支出に占めるキャッシュレス決済額・割合

ラインナップ
事業承継

Ｍ&A

民事信託

経営支援

人材紹介／採用支援

地域経済調査

人材紹介・副業人材
マッチング

Regional trends❸

累計実績 223件

事業再構築補助金の
申請支援

Regional trends❷

累計実績 52社

地域No.1のM&A実績
岩手を中心に 

Regional trends❶

累計実績 100組超

中小企業診断士10名のほか、
各種分野の専門家が在籍

Features（特徴）

設備投資計画は製造業、非製造業
ともに増加の見通し

設備投資動向 設備投資目的（トップ3）複数回答

全産業 製造業 非製造業
2023年度上期 48.8％ 58.6％ 43.8％
2024年度上期 53.6％ 63.3％ 49.0％

※いわぎんリサーチ＆コンサルティング　2024年7月レポートより

2024年度上期 全産業 製造業 非製造業
設備更新 70.4％ 74.2％ 68.0％

省力化・合理化 29.6％ 32.3％ 28.0％
生産増大 21.0％ 32.3％ 14.0％
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いわぎん未来投資　～ ともに未来を創る、紡ぐ、拓く ～

いわぎん事業創造キャピタル　～ 岩手を日本一起業しやすい地域にする ～

当行グループの多彩な機能②
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化

ｍanordaいわて　～ デザインとイノベーションで新たな価値を生み出す ～

当社は銀行業高度化等会社として2020年4月に設立し、「デザインとイノベーションで
新たな価値を生み出す」をコンセプトに、持続可能な地域循環型社会の実現を目指し、
ソーシャルインパクト事業に取り組み地域の課題を解決する事業会社です。

2023年度は、地域の課題を整理のうえ、その解決に向けた実行支援として、①地域企
業のDX推進組織の設立運営、②地域の内外のヒト・モノ・コトをつなぎ、ふるさと納税等
を通じた販路拡大、起業・創業支援、観光やプロモーションを行うまちづくり会社の設立
に取り組むとともに、新規事業として再生可能エネルギー関連分野へ進出いたしました。

2024年度は、地域の未来を創る若者の人材育成事業を本格実施してまいります。
課題解決のために必要な事業を自らデザインし実行することで、地域を支援するサポー
ターの立ち位置からもう一歩踏み込んだ、地域とともに成長する地域のプレーヤーとして
持続可能な社会構築のための取り組みを継続していきます。

当社は岩手銀行グループの投資専門子会社として、2023年7月に岩手銀行100％出
資で設立し、2023年10月には総額30億円の「いわぎんCVC1号ファンド」を組成し、投
資活動を開始しました。
同ファンドは、地域のスタートアップ企業を支援する従来の地銀系ベンチャーファンド

と異なり、当行グループのビジネスパートナーとなり得る全国のスタートアップ企業等へ
投資していく予定です。
投資1号案件では、高齢者向け資産管理を得意とするスタートアップ企業に投資し、
地域のお客さまに当行グループと共同で新たなサービスを展開中です。
今後も、地域やお客さま、投資先のスタートアップ企業、当行グループがともに成長で

きることを目指し、未来を創る投資活動に取り組んでまいります。

当社は起業・創業支援を目的としたベンチャーキャピタルとして2015年4月に設立し、「投
資業務を通じて人材および事業の発掘と育成・支援に努め、岩手における地域活性化に貢献
する」という経営理念のもと、ベンチャー企業や農業法人等に資金を提供し、事業の成長をサ
ポートしています。
これまで、ベンチャー企業への投資以外に起業・創業支援策の一環として、起業家育成を
目指す「一般社団法人 岩手イノベーションベース」の活動に参画し、全国のベンチャー企業を
集めた地方経済未来会議「LEC岩手」を開催（2022年）するなど、地方と都市部および地方と
地方のチャレンジ精神溢れる中小企業同士の出会いを通じ、相互の成長をサポートする活動
を行ってきました。
今後も母体である岩手銀行とのコラボレーションにより地元企業を含めた投資先の新たな
企業価値創造に努めてまいります。また、地域のイノベーションに貢献する人材育成や輩出を
目指して、大学など教育機関と産学連携を通じた協創事業に取り組んでまいります。

支援先数（件）

2022

131

2023

212

2022

15

2023

16

2024

19

投資実行累計額（億円）

ビジネスマッチングから脱却しオープンイノベーションを促進していく

設立記念イベント

●営業代行による販路拡大支援
●地域ブランディング開発、企業ブランディ
ング構築

●保有不動産活用によるエリア価値の向上
●地域課題解決に向けた域内循環型プ
ラットフォームの企画

●再生可能エネルギー関連事業（2023年
8月～）

事業内容

･ 2024年1月設立を支援
･ 運営支援業務を受託しており、
観光・プロモーション事業の企
画や業務執行などの伴走支援な
どを行っていく予定

TOPICS

代表取締役社長

新里 真士新里 真士

代表取締役

西山 忍西山 忍

代表取締役

石川 恒介石川 恒介

投資先である「株式会社 雨風太陽」が、
2023年12月18日に東京証券取引所グ
ロース市場へ新規上場

投資先の新規上場

～売上高1億円を本気で目指す
企業や経営者を募集中～

県内の産学官金が連携して運営する起業支援拠点。
起業者同士の学びやネットワーク形成等を通じて、互い
に切磋琢磨し、「起業家が起業家を生み育てる」取組み

「岩手イノベーションベース」へ
参画しています

いわぎんＣＶＣ1号投資事業
有限責任組合

出資額 30億円
存続期間 15年

組合員構成
LP：岩手銀行
GP：いわぎん

未来投資

投資対象
当行グループの事業
領域拡大における連
携パートナー等リターン

投資・
協業先
探索

コア事業

広告
事業

地域
商社事業

人材
事業

観光

不動産 エネルギー

農業

DX/
データ活用

新規事業
立ち上げ

成長加速 事業領域の拡大協業・ネットワーク構築

人材派遣

先端技術・事業ノウハウ

出資

COMPANY
スタートアップ
企業／異業種

IWATE BANK GROUP

（CVC）

当社の役割

地域振興を担う
「まちづくり会社（岩手町）」の設立を支援

TOPICS

　岩手県は再エネのポテンシャルが高い
地域であり、地域資源の活用を垂範してい
くため、発電や供給機能を備えるとともに、
コンサルティング機能を追加しました。
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フロンティア事業領域の拡大
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化 03

S E C T I O N

1 投資専門子会社の設立（2023年7月）
投資専門子会社「いわぎん未来投資株式会社」を設立し、1号ファンドの立上げを完了しました。今後、協業・投資先となり得る

スタートアップ探索等で連携し、CVC戦略を実践、外部とのオープンイノベーションネットワークを構築します。

・新規事業との連携体制の構築・強化
・事業安定化支援

INITIATIVE01 INITIATIVE02

・新たな事業領域の探索
・個別プロジェクトの事業化検証

INITIATIVE03

・行内インキュベーションシステムの構築

2023年度の取組み

CVC、再エネ関連事業に続く、当行グ
ループの新たな事業領域を探索していく
なかで、地域課題の解決や地域ポテン
シャルの活用、既存事業とのシナジー、
収益への貢献度などの観点から優先度
の高い新事業の立ち上げを目指します。
事業単体の収益性が見込める「金融
分野」のほか、地域課題との関連性が
大きい「非金融分野」からも新事業・新
サービスの創出を模索していきます。

今後の取組みミッション
KPI（BY 2025）
・子会社設立または
新規事業立上げ 3件

・外部連携先
（出資先含） 10社

2 銀行業高度化等会社の再生可能エネルギー事業参入（2023年8月）
地域商社であるmanordaいわての新規事業として、再生可能エネルギー関連事業に参入しました。
自治体の脱炭素コンサルや再生可能エネルギーの発電・供給事業を通じて、脱炭素ノウハウの積上的活用をフォローしていき

ます。

これまでも新事業領域への挑戦は継続的に取り組んでいますが、お客さまの課題は多様化しており、当行グループが地域に不可
欠な存在であり続けるため、かつ長期ビジョンの実現には新事業領域の拡大が欠かせません。そのため、頭取直轄の専門部署を
新設するに至りました。

フロンティア事業室の成り立ち

お客さまの課題解決と
地域社会の持続的成長を牽引する

価値共創カンパニー

第21次中期経営計画 ～地域価値共創プラン～

自己資本の活用
地域経済の発展に向け、主導的な

役割を担う意思ビジネスモデルの変革に向けた決意

連結当期純利益100億円、
連結ROE5％の到達に向けた成長軌道を創出

新事業領域への挑戦金融サービス領域の深化
地域を支える進化した金融のカタチをつくる期間

基本方針と
重点戦略 ❶ソーシャルソリューションビジネスの高度化

❷地域を支える盤石な経営基盤の確立
❸多様な人材が働きがいを持ち続ける組織づくり

2023年度～2025年度 ～2032年度

LOCAL ENERGY

地域の再エネ

太陽光

水力

風力

地熱

MATCHING & COLLABORATION

基本的なビジネスモデル

専門企業

当行グループ

連携
協業

CONSULTING & SUPPORT

コンサル等支援・再エネ供給

自治体

まちづくり
事業者等

地域
新電力

地域
需要家

当行
グループ

再エネ電源開発
の支援・取得

コンサルティング・
アドバイザリ等

再エネ供給
（PPA・卸供給等）

フロンティア事業室長　小巖 健太郎

　当室のミッションは「未開拓領域に挑戦し、当行グループの事業領域拡大を牽引する」ことです。そのた
めには外部連携によるオープンイノベーションが不可欠であり、そのフロント部署として、積極的に大企業
等ネットワークの集約や体系化、新たな連携先の探索を行うほか、CVCファンドを通じてスタートアップ
企業と連携し、当行グループにおける新たな事業領域の創出や既存事業とのシナジーを追求しています。
　2023年度は、グループ内で再生可能エネルギー事業を立ち上げたほか、投資専門子会社を設立しました。また、グループ内の
チャレンジ精神の醸成などを目的としたインキュベーションプログラムを始動しています。今後は、新事業やサービスを循環創出す
るインキュベーションエコシステムの態勢構築を指向するとともに、当行グループの新たな成長ドライバーとなり得る新規事業の立
ち上げも牽引してまいります。

価値共創カンパニー実現に向けて、価値共創カンパニー実現に向けて、
フロンティア領域へ果敢に挑戦していくフロンティア領域へ果敢に挑戦していく

既存領域の深化と併せ、
新事業領域の拡大が急務

追い風：銀行法の改正・市中金利の上昇局面・コロナ禍の収束　など

既存コア事業領域

CVC活用などで
グループ事業領域を拡大

現在地

他業
領域

規制
緩和
領域

銀行 リース カード コンサル
投資
ファンド

不動産

各種
ファンド再エネ関連

事業

CVC
ファンド

農業

起業家育成

観光ビジネス

データ
ビジネス

WEB3.0

エネルギー
マネジメント

宇宙事業

AI

2023年8月
2023年10月

価値共創カンパニーへの道筋

企
業
価
値

3 行内インキュベーションプログラムの実施（2023年10月～2024年2月）
イノベーションラボ岩手と三菱総合研究所の協力を得て、「いわぎんインキュベーションプロ

グラム」を実施し、デザイン思考の講義からビジネスモデル構築のグループワークを経て、事業
化検討会では役員・外部専門家に対し、各グループが新ビジネスモデルの発表を行いました。

2023/8 2023/9 2023/10 2023/11

▲▲

説明会

▲▲

エントリー

▲▲

事前アンケート実施

▲▲

講座１

▲▲

講座2

【第１部】アイディア創出パート　協力：イノベーションラボ岩手協力：イノベーションラボ岩手 【第２部】

▲▲

グループワーク

▲▲

MRIによる伴走

2023/12 2024/1 2024/2 2024/3 ～

▲▲

フィードバック

▲▲

発表・審査

▲▲

グループワーク

▲▲

MRIによる伴走

【第２部】ビジネスモデルの構築パート　協力：三菱総合研究所協力：三菱総合研究所 PoC 事業化PJ
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S E C T I O N

外部連携
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化

岩手銀行グループは、長期的に目指している「豊かで活力ある、そしてサステナブルな地域社会の実現」に向け、目的を同じくする
企業等との外部連携を進めています。

秋田・岩手の2行間で経営の独立性および健全な競争関係は維持しつ
つ、協力関係を深化させ、収益拡大などシナジー効果を発揮し、それぞれ
が目標とする金融グループ像の実現を目指す
【協業内容】 ・地方創生や地域課題の解決
 ・伝統的業務以外の規制緩和に対応した新たな事業分野
 ・両地域をまたぐ商流の活性化、広域化
 ・システムやオフィスの共同化等の効率化
 ・組織態勢の強化や人材育成

秋田・岩手アライアンス
Since 2021 / 10

互いに保有するリソースを活用した創造的な協働の取組みを展開すること
で、地域が抱える諸問題へ対応し、地域経済の活性化や持続可能な地域社
会の実現を目指す
【連携事項】 ・リソースの共同利用および地域とのシェア （ハード、ソフト、ノウハウ、人材）
 ・地域産業の成長・活性化への貢献 （DX化の推進支援、にぎわい創出）
 ・持続可能な街づくりへの貢献  （循環型スマートシティ実現）

NTT東日本との連携
Since 2022 / 7

様々な分野で相互に連携・協力し、協働した取組みを行うことで地方
創生の実現を目指す
【連携事項】 ・産業振興および観光振興
 　（当行取引先の商品やサービスのPR、ビジネス機会の創出）
 ・健康づくりの推進 （健康経営に関するセミナーの共同開催）
 ・その他、地方創生の推進 （自治体が取り組む地域創生事業の支援）

明治安田生命保険との連携
Since 2022 / 8

違いから生まれる新たな気づき、
小さな改善をイノベーションへ

どちらかが先行する知見・ノウハウの
共有による人材強化、競争力の底上げ

3時間イベントでの売上高

100万円以上

2020年開始後、4シリーズ実施

県内企業 63社 / 104名参加

実績
目標

6.5
2

2022 2023 2024 2025 2026

2023年までの累積実績

両行合計 6.5億円

両行合計

目標 30億円以上
累計目標・実績推移（億円）

2024年1月、東京都にある明治安田生命ビルにて、岩手県産
品の販売、観光PR等を実施しました。イベントは、短時間ではあ
りましたが、頭取を含む当行職員も販売を担当し、りんごや菓子
類、酒類を中心に売り切れが相次ぐなど、大盛況となりました。

イノベーションに資する知識をインプットし、他企業社員と協働のうえ、
地域課題解決に向けたアイデアを創出する実践的な研修内容となってい
ます。

シリーズ第4弾グループ発表一覧

テーマ
「八幡平市の社会課題解決」

岩手県物産展を共催 

協創力育成プログラムの実施 

AIスタートアップのJDSC（本社：東京都）を加えた3社が連携のうえ、小規模農地におけるAIやデータサイエンスを活用したスマート農業の実証
実験を開始しており、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）へ取組みを拡大させていく予定です。

「食とエネルギーの総合産地化」プロジェクトの共同推進 

·コスト構造改革・共同化の推進
（電子帳票の内製化、業務委託等）

·地域商社連携による海外販路拡大
（台湾での有力チャネルを通じた両県県産品のPR等）

「既存事業の深掘り」「構造改革」「新事業領域の開拓」の３分野で連携施策が進んでおり、2023年度まで累計6.5億円の連携効果が発生しています。

現在の進捗状況 

·プロジェクトファイナンス
再生可能エネルギー分野やPFI事業向けを中心に進捗

·外部セミナーの共同開催
ダイバーシティ マネジメントセミナー

158名参加
次世代経営者向けの合同講座

33名参加
岩手銀行 秋田銀行 合計

契約額 184 299 484
実行額 132 209 342
収益額 1.7 2.4 4.1

（累計／億円）

以下の５つの領域から具体的な取組施策を検討するとともに、両行間で階層ごとに検討組織を設け、
スピーディーに進めていく

アライアンス領域 検討施策

地方創生・地域課題解決 ・ 地域商社事業
・ 起業・創業支援事業

従来の伝統的銀行業務
以外の新たな事業分野

・ ベンチャーキャピタル
・ SDGs・サステナビリティ
・ DX共同研究

両地域をまたぐ流通の
活性化等、広域化

・ 事業承継、M&A、人材紹介
・ ビジネスマッチング、後継者経営塾

システム、事務、
オフィスの共同化等効率化

・ オフィス共同化
・ 消費者ローンや非対面サービスの
バックオフィス共同化

組織態勢の強化や
人材育成

・ プロジェクトファイナンス協同組成
・ 研修の共同開催、人事交流
・ 海外事務所の共同利用

頭取定例会
（頭取）

分科会、役員定例会の
検討状況を定期的に
共有・指示

分科会の検討状況を
定期的に共有・指示

役員定例会
（担当役員）

随時開催し、
検討・進捗状況に応じ
随時見直しを行う

分科会
（部長級）

⬆ ⬇

⬆ ⬇

１既存事業の深掘り

❷構造改革

❸新事業領域の開拓
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個人のお客さまのライフサポート
基本方針Ⅰ　ソーシャルソリューションビジネスの高度化

（歳）

・ジュニアNISA ・総合口座　・デビットカード　・クレジットカード
・NISA　・iDeCo　・保険商品　など

・年金受取口座　・教育資金贈与専用口座
・相続向けサービス　・遺言信託　など

・リバースモーゲージ・カード、住宅、教育資金など各種ローン

・預り資産　お客さま本位の業務運営に基づき安定的な資産形成をサポート

資産

負債

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

お客さまが最適なチャネルを選択

マイホーム
取得

退職・
セカンドライフ

相続・贈与

対面チャネル

店舗 ローンプラザ・デスク インターネット

ライフプランライフプラン
共有共有

安定的な安定的な
資産形成資産形成

想いの想いの
実現実現

アプリ DBセンター

非対面チャネル

子育て・教育

就職

当行は、個人のお客さまを中心とした、いわゆるリテール分野について、「人生100年時代」を見据え、幅広い年齢層のお客さま
に対して、ライフイベントやライフプランなどに応じた商品やサービスを提供し、豊かな暮らしをサポートします。

お客さまのニーズは人生の時々の場面に応じて、変化します。当行はその幅広いニーズに対応できるラインナップを整えており、
対面・非対面の両面でお客さまが最適なチャネルを選択できる環境が備わっています。

政府が進める資産所得倍増プランに沿い、「貯蓄から投資へ」の流れが加速するなか、少額投資非課税制度（NISA）の利用や投
資信託の定時定額購入サービスなどの商品提供を通じて、お客さまの安定的な資産形成を後押しします。ライフステージに応じたソリューション提供

安定的な資産形成への取組み

非対面チャネルのメインである「いわぎんアプリ」は、2016年7月の導入以降、順次機能を強化しており、利用者は順調に増加し
ています。今後もスマートフォンの中に銀行があるかのような、いつでも、どこでも安心・安全に利用いただけるサービスを提供して
いきます。

いわぎんアプリ　～お金の管理がもっと便利に～

当行はあらゆる年齢層のお客さまに対し、様々な接点強化を行っています。お客さまへのサービス提供後も継続的にアフター
フォローを実施し、お客さまの最善の利益実現に向けて、ライフプランに沿った伴走支援を心がけています。

ライフプランの伴走支援

預り資産（億円）

2022 2023 2024 2025

各年度３月実績

3.8 3.9
4.8

5.5 2.11 2.14

2021 2022 2023

2.13

積立投信月中振替（億円） NISA口座数（万件）

3,383

21 21 19191919

3,631 3,610 3,750

2022 2023 2024 2025

未残 手数料

外貨建て保険販売が堅調、富裕層は対面
アプローチ、マス層は非対面で推進

従業員取引獲得による裾野拡大、非対面
チャネルでの販売拡充

資産所得倍増プランに沿い、貯蓄から
資産形成への支援を実施

お客さまのライフイベントや資金計画に合わせて、ご利用いただけるローン商品を提供しています。
また、急速に進展するキャッシュレスへの対応として、クレジットカード・デビットカードの利用促進も
サポートしています。

個人向けローン、クレジットカード・デビットカード

住宅ローン（平残／億円） 消費者ローン（平残／億円） クレジット・デビットカード（取扱高／億円）

4,749 4,891 5,006

2022 2023 2024 2025

＋α＋α

5,0005,000

334 346 359

2022 2023 2024 2025

400
172 176

192

2022 2023 2024 2025

200

住宅業者との連携、融資対象者の拡大、
県外営業エリア拡大等による増強

SMS発信などタイミングを逃さない提案
により、利用拡大

商品性向上や新規/利用拡大キャンペー
ン実施で拡大

アクティブユーザー（万人）

機能強化による利便性向上などでユー
ザー数を拡大

13.5
17.2

20.0

2022 2023 2024 2025

＋α＋α

20.020.0

1年前倒し
主な機能
（一例）

目的預金 カードローン
借入／返済

あらゆる年齢層に対する様々な接点強化

お客さまの満足度向上、
最善の利益実現

当行の企業価値向上

アフターフォローアフターフォロー

各々のステージに応じた各々のステージに応じた
ソリューション提供ソリューション提供 

お
客
さ
ま
本
位
の
業
務
運
営
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アセットアロケーション変革 | 有価証券
基本方針Ⅱ　地域を支える盤石な経営基盤化

有価証券運用

市場金融部は短期金融市場や有価証券を中心とした資本市場での取引を通じ、当行全体の預貸
ギャップの調整ならびに収益確保の役割を担っています。分散投資を通じてポートフォリオのリスクを
抑制しつつ、中長期的に安定した資金繰りとリターンの獲得を目指し、運用・調達手段の多様化や人
材育成にも取り組んでいます。

2023年度は日銀によるイールドカーブコントロールやマイナス金利政策に転換の兆しが見えた年度
でした。当部では日銀当座預金等キャッシュ残高を高めに維持しつつ、中短期の事業債に多く投資を行うことにより、金利上昇に
備えながら国内長期債への投資再開タイミングを待ってきました。

2024年度は「金利ある世界」の実現に応じ、国内長期債への投資を再開する方針としており、金利上昇局面の最終到達点を考
慮に入れつつ、段階的に有価証券残高の復元ならびにポートフォリオ再構築を図ってまいります。

円債を軸としたポートフォリオの再構築を目指していく円債を軸としたポートフォリオの再構築を目指していく

❶円債を積み増しながら分散投資を継続
・円債は、満期保有目的も活用しながら長期国債を積み増すとともに、短中期債(SDGｓ債含む)へ投資継続
・外債は、スプレッドの確保できるクレジット系や変動利付債を中心に買入し、利鞘の改善を図る
・株式およびREITは押し目買いを前提に、売買枠等を活用しながら機動的に売買を行う
❷オルタナティブ投資の拡大
・通貨ベーシスやロングショート、ボラティリティショート（オプション売り）等の株価・金利と低相関の戦略へ投資
・中長期的な投資目線でプライベートアセット（PD・PE、インフラファンド等）への投資を検討

2024年度上期における基本方針

有価証券ポートフォリオ（短期社債除き／平残／億円）
その他証券株式 外国証券 債券

2020 2021 2022 2023 2024 2025

11,907

1,646
213

1,058

8,988

12,100

1,800
300

1,000

9,000

11,404 11,320

1,475
236

1,206

8,486

225
1,622

1,124

8,348

10,972

1,545
201

1,194

8,031

10,921
206
1,497

1,173

8,043

有価証券評価差額（年度末／億円）
その他（投資信託等）株式債券

2020

463

176

210

76

2021

306

192

9

104

2022

116

183
1
△68

2023

243

326

10

△94

有価証券利息配当金（億円）
101.8108.7

93.8 100.7 108.7

2020 20222021 2023 2024

年度末の実績と予想値

0.22
0.10

0.35
0.73

1.00

2020 20222021 2023 2024

有価証券関係損益（億円）
2020 2021 2022 2023

有価証券関係損益 26.5 15.4 △4.7 △3.1
株式売却益 36.5 31.4 51.9 10.2
株式売却損・償却 △3.6 △6.3 △2.1 △1.2

債券売却益・償還益 0.1 0.3 11.8 ―
債券売却損・償還損 △7.6 △9.9 △66.2 △12.0

当行が想定する市場金利等の見通しについて（2024年4月時点）

メインシナリオ　～グローバル経済はソフトランディング～

日銀は中長期的なインフレ目標の達成と賃金上昇トレンドに自信を深め、10月の会合で追加利上げを実施し、政策金利
を0.25％に引き上げる。国債買入については大幅な減額をせずに継続するほか、機動的な指値オペ実施により長期金利
の上昇を抑制する

FRBはリスク資産上昇に伴うインフレ再燃と実体経済のバランスに気を配りながら、9月のFOMC（連邦公開市場委員会）
で利下げ（0.25％）を開始するが、長短逆イールド解消には至らない

日本

米国

％、レンジ・期末値 2024
1～3月

2024
4～6月

2024
7～9月

2024
10～12月

2025
1～3月

国
内

政策金利 0.0 ‒ 0.1 0.0 ‒ 0.1 0.0 ‒ 0.1 0.25 0.25

5年国債 0.16 ‒ 0.39 0.20 ‒ 0.60 0.20 ‒ 0.60 0.30 ‒ 0.80 0.30 ‒ 0.80

10年国債 0.57 ‒ 0.78 0.50 ‒ 1.20 0.60 ‒ 1.30 0.60 ‒ 1.40 0.60 ‒ 1.40

海
外

米 FFレート 5.25 ‒ 5.50 5.25 ‒ 5.50 5.00 ‒ 5.25 4.75 ‒ 5.00 4.50 ‒ 4.75

米 10年国債 3.87 ‒ 4.32 3.70 ‒ 4.70 3.50 ‒ 4.50 3.50 ‒ 4.50 3.50 ‒ 4.50

10年国債利回りの推移（％）

気候変動対応オペにかかる対象投融資に関する基準
および適合性の判断のための具体的な手続きの開示（2023年12月）

当行では、日本銀行が行う気候変動対応を支援するための資金供給オペレーションの利用に際して、我が国の気候変動対応に資する
投融資と判断するにあたっての基準を開示しています。下記については、種類別に国際原則・政府の指針を基準として、それらに適合した
投融資を対象として判断しており、その判断にあたっては、外部評価を取得していることなどを確認しています。

1 国際原則または政府の指針に適合する投融資
（１）グリーンローン
（２）グリーンボンド（サステナビリティボンドを含む）
（３）サステナビリティ・リンク・ローン（気候変動対応に紐づく評価指標が設定されているものに限る）
（４）サステナビリティ・リンク・ボンド（〃）
（５）トランジション・ファイナンス

2 1に準じる投融資

岩手県が発行する「グリーン/ブルーボンド」への投資（2023年7月）

当行は岩手県が発行する「グリーン/ブルーボンド」に投資しています。「グリーン/ブルーボンド」とは、環境改善効果を有するプロジェクト
（グリーン適格プロジェクト）、また海洋資源・生態系の保護等に資するプロジェクト（ブルー適格プロジェクト）に充当先を限定した資金
調達のために発行される債券です。
本債券のフレームワークは、国際資本市場協会が定義する「グリーンボンド原則2021」および「環境省グリーンボンドガイドライン」等へ

の適合性について、外部認証を受けています。
本債券の発行による調達資金は、県内におけるGXの推進による地域経済と環境に好循環をもたらす持続可能な新しい成長を目指す
取り組みの実施とともに、東日本大震災による津波で被災した三陸海岸における海洋と沿岸の保全強化等に資する事業に充当されます。
本債券をはじめとしたSDGs債への投資を継続的に実施することで、社会的責任を果たしていきます。

【概要】岩手県令和5年度第1回公募公債　年限：5年　発行額：50億円　発行日：2023年7月25日

TOPICS

市場金融部長　菅野 彰史
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生産性の高い業務運営体制の構築

非対面取引の増加等を背景に来店客数の減少が加速するなかで、地域のインフラ機能維持と当行グループの生産性向上を両
立させる持続可能な業務運営体制の構築が急務となっています。当行はこれを契機と捉え、3つの観点「地域統括型営業体制へ
の移行」「内部事務の業務プロセス改革」「生成AIの活用」から改善に取り組むことで、質の高いコンサルティング提供とともに生産
性向上につなげていきます。

生産性の高い業務運営体制構築の一環として、営業店事務の極小化、不採算業務の削減、有人店舗の生産性向上、対面サー
ビスの質の向上等を目指し、内部事務の業務プロセス改革に取り組んでおり、 2025年度までに2022年度対比△20％の事務量
削減を目指しています。

当行にとって、お客さまとの接点は非常に重要です。お客さまのニーズに寄り添った提案・サービスを提供していくため、また、業
務の生産性向上・人材育成の強化を目指し、店舗ネットワークを最適化し、対面サービスのさらなる向上を目指します。2023年
度より、「地域統括型営業体制」を導入しており、営業店の経営単位を「個店」から「地域」へと拡大し、地域金融機関としての役割
を全うすべく、サテライトとして店舗機能を維持したうえで、統括店に人員と業務を集約する形へ移行しています。

内部事務の業務プロセス改革（3レスの実現）

生成AIは、生産性を大きく向上させるツールであり、働き方を大きく変化させる
「ゲームチェンジャー」としても大きく注目を浴び、利用価値が飛躍的に高まってい
ます。当行では、生産性向上に向けた生成ＡＩの活用策研究や行員のAIスキル向上
を目的として、生成ＡＩのフロントランナーである（株）neoAIと2023年9月から実証
実験を開始し、現在は生成AIの実装や運用などを依頼しています。neoAI社は、企
業データを読み込んだ生成AIの活用を可能にするAIプラットフォーム「neoAI Chat」
（大規模言語モデル（LLM）をベースとしたChatGPTをカスタマイズ可能）を開発し
ており、その活用により、精度の高い回答内容を作成することが可能となります。

2024年度からは、そのノウハウ蓄積とともに活用促進に向け、CoE（研究チーム）
を設置し推進しており、将来的には行内事務を「ヒト」から「ＡＩ」へ置き換えること
で、飛躍的に生産性を向上させることを目指します。

生成AIの活用

地域統括型営業体制への移行

目指す姿

基本方針Ⅱ　地域を支える盤石な経営基盤化

窓口来店客が減少

コロナ禍を契機と
したライフスタイル
の多様化

デジタル化の
進展

資金決済手段の
多様化

生活環境の変化

店舗網の再編（店舗役
割の見直しと明確化）

地域統括店による一
括営業（人員を集約）

コンサルティング、本
業支援等人員増強

一部店舗はサテライト
として業務軽量化

質の高いコンサルティングを提供するために

地域統括型営業体制
への移行

情報の共有化
人材育成の強化

高度な
コンサルティング体制の構築

A支店

C支店B支店 D支店

サテライト サテライト

統括店

人員・業務を集約
非対面チャネル提供、

本部渉外
事務効率化、
本部集中化

店頭手続き

積極的なデジタル関連投資
非対面チャネルの機能拡充

窓口来店不要

店舗機能維持

法人・個人
のお客さま お客さま

本部
インターネット アプリ

地域統括型営業体制

ATM

統括店による
対面サービス

44 地域 移行（2023年度）地域 移行（2023年度）

2025年度までに計2025年度までに計2525地域移行予定地域移行予定

地域統括型への移行地域

4646拠点 導入（2023年度末）拠点 導入（2023年度末）

昼休業の導入

40,277

47,696

38,157

2022 2024 20252023

(時間)

2022年度対比
△20％

2022年度対比
△15％

事務レス
・営業店タブレット機能追加
・精査ルール見直し
・テレビ窓口による相続相談
業務開始

バックレス
・業務の本部集中化
・営業店タブレット
受付時間延長

ペーパーレス ・イメージファイリング
連携帳票の拡大

3レス
の取組み

タブレット端末の活用

普通預金口座開設、定期預金預け入れ、
住所変更など、お客さまによるセミセルフ操
作で店頭で待つことなく、対応が可能です。

新規口座申込

91％％（約1.5万件）

住所変更等

91％％（約2.6万件）

総数に占める
割合

テレビ窓口の導入

サテライト店における業務負担軽減、均一で質の高い対面サービス提供
を目指しています。相続相談業務を対象としますが、将来的にはその他業
務にも拡大していきます。

4カ店 導入カ店 導入（2023年度）

株式会社 neoAI（2022年8月9日設立）
代表者｜千葉　駿介
所在地｜東京都文京区本郷1-28-10
　生成AIに特化する東京大学発のスタートアップ企
業。日本の生成AIのフロントランナーとして、これまで
に30社以上の生成AI実装を支援している

3つを融合・連動させた労働生産性の向上

6.05.8 6.6
7.6 8.3

2019 20212020 20232022
（貸出金利息＋役務利益－預金等利息－経費＋人件費＋減価償却費）÷従業員
※ 有価証券配当金を除く

労働生産性（1人あたり／百万円）

地域統括型営業体制地域統括型営業体制

内部事務のプロセス改革内部事務のプロセス改革

生成AIの活用生成AIの活用
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人材戦略①
基本方針Ⅲ　多様な人材が働きがいを持ち続ける組織づくり

人事部長　本宮 睦久

当行では2024年4月に23年ぶりとなる人事制度の全面改定を実施しました。新制度では、全職員
がプロフェッショナルとして成長し活躍するための土台となる「仕事基準」の仕組みを導入するととも
に、より公平で納得性の高い評価や処遇を実現することで、職員一人ひとりの意欲と実力を最大限引
き出し、当行グループの長期ビジョンである「お客さまの課題解決と地域社会の持続的成長を牽引す
る価値共創カンパニー」を目指しています。

2024年度は今次中計で重点推進項目として掲げた「地域課題を解決できる人材の育成」「チャレンジ性にあふれた企業風土へ
の変革」「働きがいを持ち続け、安心して活躍できる組織の実現～ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）の推進～」の実現に向
け、研修プログラムの拡充や企業風土変革に向けた管理職育成、柔軟な働き方への対応に取り組んでまいります。

新たな人事制度を定着させ、人材育成・企業風土変革・新たな人事制度を定着させ、人材育成・企業風土変革・
柔軟な働き方の実現に取り組んでいく柔軟な働き方の実現に取り組んでいく

全職員がプロフェッショナルとして成長し活躍するための土台となる
「仕事基準」の仕組みを導入するとともに、より公平で納得性の高い評
価や処遇を実現するため、新人事制度を導入しました。

新人事制度の導入

特徴点 1 等級制度 ～単線型から複線型へ～

旧人事制度では、全員がマネジメント職を目指す単線型となっていましたが、
新人事制度では上位等級について「プロフェッショナル職群」「マネジメント職群」
に複線化し、若年層向けには「アソシエイト職群」を設けました。全職員が担当業
務領域の専門家（プロフェッショナル）を目指しつつ、適性のある者は、マネジメン
ト職群へ転換します。

特徴点 2 評価制度 ～「Will Can Must」の導入～

仕事のやりがいを高め、育成につなげる観点から目標
管理制度に「Will Can Must」の考え方を導入しています。
「Will」「Can」「Must」のつながりを意識して目標設定を

行うとともに、業務の遂行を通じて達成を目指すことで、
主体的なキャリア形成につなげていきます。

特徴点 3 賃金関連制度
新たに導入した役割等級に応じた賃金へ見直し、若年

層の処遇を全体的に引き上げました。単身赴任手当を新
設する一方で、人事ポリシーに照らし業務に関連しない
家族手当等を廃止しました。

出産・育児の環境整備を支援する観点からは、パート
タイマーを含めた全従業員を対象として「子育て支援金」
を新設しました。

新制度

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル

P1
P2
P3
P4
P5

ア
ソ
シ
エ
イ
ト

A1
A2

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

M1
M2
M3
M4

旧制度

上級管理職

主事
副主事
主査

上級書記

書記
書記補

Will
やりたいこと

Can
できること

Must
やるべきこと

能力開発目標
Can 活かしたい強み・克服したい課題

自己啓発計画

業務目標
Must 業務目標

（期毎の取組課題・目標）

キャリアプラン
Will 今の仕事において実現したいこと

２～３年後のキャリアイメージ

求める人材像（採用担当者メッセージ）　　
当行役職員は、一人ひとりが「地域経済の発展に貢献する」という経営理念のもと、地域経済

の発展に本気で向き合い、本気で挑戦しています。だからこそ、この理念と人事ポリシーに共感
しながら働ける方に出会うことを大切にしています。地域への想いを共通点とした多様な職員が
集った環境で、各々の強みを生かし、働いていることが当行グループの強さにつながっています。

新卒採用
2024年4月に入行した行員は、様々な部署に配属され、その配置にあたっては、学生時代に学

んできた経験なども考慮されています。

また、採用活動における競争力を高め、優秀な人材確保と定着化を図るため、初任給を引き上
げました。

行員・嘱託への登用
一定のスキルを有するとともに、業績への顕著な貢献がみられる職員の登用も実施しています。

採用・人材の確保

56名（大卒48名、短大・専門学校卒4名、高卒4名）

初任給引上額　一律15,000円（2023年対比）

2023年度登用者　13名（パート→嘱託10名、嘱託→行員3名）

第一子 300,000円
第二子  500,000円
第三子以降 1,000,000円

子育て支援金支給額

目指す組織像と求める人材像
人事ポリシーによって実現すべき人と組織のあるべき姿として、「目指す組織像」「求める人材像」を次のとおり定めています。

人と組織に対する基本的な考え方
人事ポリシー

人と組織に対する基本的な考え方として、人事ポリシーを次のとおり制定しています。

・当行にとって「人」こそが最も重要な財産であり、あらゆる価値の源泉です
・お客さまの信頼と期待に応え、地域の未来を切り拓くために、職員一人ひとりと銀行がともに成長し続けます

| 個人としての成長 |
自律と挑戦

・自ら考え、自ら行動することを求め、挑戦の機会を提供します
・能力や専門性の向上と発揮を求め、その環境を提供します

| 成長を支える環境・風土 |
多様な個性・価値観の尊重

・多様な個性や価値観を尊重しあい、新たな発想を生み出します
・個人の希望や事情に合わせた、柔軟な働き方を可能とします

| 組織としての成長 |
人材総活躍

・対話の重視によりエンゲージメントを高め、一人ひとりの実力を最大限引き出します
・仕事の成果と行動、挑戦と創意の発揮に対し適正に報います

地域・お客さまのために考え、行動する
常に地域やお客さまの立場に立って課題と向き合い、その解決

に全力を尽くす

一人ひとりの力を掛け合わせる
職員全員が強みや専門性を発揮し、それらを掛け合わせ、大き

なシナジーを生み出す

職員の頑張りを後押しする
職員の頑張りに応えるとともに、キャリア選択の機会を提供し、

自律と挑戦を促す

働きがいがあり、信頼で結びつく
職員が働きがいを実感でき、充実したコミュニケーションにより

双方向の信頼関係で結びつく

自ら考え、実践し、成長する
自らが何をすべきか、何がやりたいか、何ができるかを主体的に

考え、実践し、次につなげる

失敗を恐れずに挑み、やり遂げる
既成概念や先例にとらわれず新たな取り組みに挑み、熱意と覚

悟を持って最後までやり遂げる

プロフェッショナルとして成長する
業務領域の専門性を高め、プロフェッショナルとして実力を発揮

する

認め合い、協働する
相手の考えや価値観を理解し、力を合わせ行動する

求
め
る
人
材
像

目
指
す
組
織
像

パート 嘱託 行員
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人材戦略②
基本方針Ⅲ　多様な人材が働きがいを持ち続ける組織づくり

長期ビジョンに掲げる価値共創カンパニーを目指すうえで「人」こそが最も重要な財産であるとの認識のもと、従業員の価値観と
職場の多様性を重視しながら、地域課題を解決できるプロフェッショナル人材の育成と個人の成長を促す投資を積極的に行います。

2024年4月、人材マネジメントを高度化させるため、タレントマネジメントシステムを導入しました。この活用により 、職員一人ひ
とりの資質やスキル、経験等の情報を蓄積するとともに、人材育成や人員の最適配置などを進めていきます。

個々の業務経験を学びに変えて、次の業務に生かし成長につなげる「経験成長
サイクルの促進」は人材育成の根幹であり、3つの分野「経験」「成長機会」「リフレ
クション」毎に各種施策を実施していきます。また、このサイクルを循環させるため、

「１on１ミーティング」（2カ月に1回実施）が欠かせないものと捉えています。

人材育成方針

自律的なキャリア形成

経験成長サイクルの促進

将来的な
活用イメージ

当行ではコンサル人材、高度専門人材などの戦略的人材を計画的に育成すべく、専門機関等への長期トレーニー派遣や中小
企業診断士などの公的資格取得を支援する制度を設けて、人材育成に積極的に投資しています。年間１億円以上の投資目標を設
定し、各種施策に取り組んでいます。

人材育成投資

●新入行員研修
銀行員としての基礎知識を学ぶだけでなく、岩手を活性化

させる事業アイデアをテーマとし、デザイン思考でグループ討
議、研究活動を発表するなど、実践的な研修を行っています。
●DX研修

DX・AI・IoTなどの情報技術のスキル習得や多数のワーク
を実施し、顧客視点に基づいたデジタル利活用のアイデア創
出につながる研修を行っています。

主な研修内容事例　

人材育成投資（百万円）

55 61

80

2021 2022 2023 2024

100
行員1人あたりの研修（時間）

13 14

2021 2022 2023

19
研修受講者数（人）

780

1,277

2021 2022 2023

2,100

経験成長サイクルの促進

職場における業務経験すべてを成長につなげる

自律的なキャリア形成

キャリアの道筋や身につけるスキルを明らかにし、キャリアデザインを支援する

人材育成の基本方針

スキルの可視化・適所適材の人材配置の実践

組
織
と
し
て
の
戦
力
を
測
定

評価 ●点
意欲・モチベーション ●点

スキル 経験
法人部門 ・・・ ・・・
個人部門 ・・・ ・・・

評価 ●点
意欲・モチベーション ●点

スキル 経験
法人部門 ・・・ ・・・
個人部門 ・・・ ・・・

個
人
の
ス
キ
ル
の
可
視
化

個人カルテ

職務経験 能力・適正

法人営業法人営業

個人営業

本部

戦力ポイント
●点

スキル・専門

当行グループには様々な
スキルを持った人材が存在
・中小企業診断士 29名
・証券アナリスト 17名
・公認会計士 1名
・応用情報技術者 12名
・情報処理安全確保支援士 5名
・ＦＰ１級 52名
・ＩＴパスポート 109名  など
（2024年6月末現在）

あるべき人材ポート
フォリオに連動した
スキルマップの策定

スキルレベルに
応じた業務への
アサイン

Plan

Act

Do

Check

育成方針や本人の
意向に基づいた研
修の実施

スキル状況の把握
や実務への活用度
合いの検証　

業務に向き合う時間すべてを業務に向き合う時間すべてを
育成につなげる育成につなげる

研修などによる研修などによる
成長機会成長機会

・グループ内トレーニー・グループ内トレーニー
・エキスパートパス・エキスパートパス
・セルフキャリアドッグ・セルフキャリアドッグ
・公募制・公募制

成功のみならず、成功のみならず、
失敗を含めた業務経験失敗を含めた業務経験

・成長を促す業務のアサイン・成長を促す業務のアサイン
・Will Can Mustの徹底運用・Will Can Mustの徹底運用

リフレクションとリフレクションと
周囲の関わり周囲の関わり

・適正な評価運用・適正な評価運用
・専門性/360度サーベイ・専門性/360度サーベイ

1on1ミーティング

企業風土変革企業風土変革

個の力と組織の
成果が高まる

部下の思考や行動の
質が高まる

定期的な成長支援
コミュニケーションの実践

マネジメント変革マネジメント変革
コミュニケーション変革コミュニケーション変革

1on1の効果
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人材戦略③
基本方針Ⅲ　多様な人材が働きがいを持ち続ける組織づくり

NTTグループの「女性役員ラウンドテーブル」へ参加
外部連携先であるNTTグループでは、女性活躍推進を目的に「女性役員ラウンドテーブル」を各地で定期的に開催されているところ、異

業種交流先として当行からも女性職員が参加しました。NTTグループの女性役員からは、これまでの経験談や仕事へのスタンスなどにつ
いて、講演いただきました。

TOPICS

NTTグループでは、新たな価値の創造とサステナブルな社会の実現に向け、ダイバーシティ＆インクルージョン
（D&I）を重要な経営戦略と位置づけ、NTTグループの女性役員が発起人となり「チームSelf as We」を立ち上げ、
今回は、NTT東日本と持続可能な地域の未来づくりに向けた連携協定を結ぶ岩手銀行様にもご参加いただき、
合同ラウンドテーブルを開催しました。

当日はNTTグループと岩手銀行様の女性管理者23名が集い、NTTグループ女性役員等との対話会や参加者
同士の交流を通じ、キャリアやマネジメントの悩みを分かち合うことで、勇気や励ましをいただいたとのお声を多
数いただきました。ロールモデルが身近に少ない地域だからこそ、尚更、業種を超えた交流に意義があったと思っ

ております。
貴行が率先してD&Iを推進することは、貴行のみならず地域に与

える影響も大きく、我々NTTグループも、これからも貴行とともに、
地域のサステナブルな発展に尽力させていただければ幸いです。

NTT東日本
執行役員 内部監査部長

片岡 千夏 様

1993年4月 日本電信電話株式会社入社
2021年6月 東日本電信電話株式会社
 宮城事業部 岩手支店長
 株式会社NTT東日本­東北 取締役
2023年6月 現職

多様な価値観を受け入れ柔軟な発想を創出することや、行員の経営参画意識と生産性の向上により企業価値を高めることなどを
目的としてD&Ｉに取り組んでいます。2022年度より「目指す姿」ならびに「指標と目標」を設定し、さらなる充実に向けて推進しています。

D& I（ダイバーシティ「多様性」＆
インクルージョン「受容・包括」）の推進

目 指 す 姿 行員一人ひとりが安心して成長と活躍ができる組織づくり
推 進 キ ー ワ ー ド 対話機会の創出、キャリア開発の支援、人材の積極的登用
2030年度までに
向けた指標と目標

① 女性行員の役席者登用30％以上（2025年度以降は40％以上）
② 男性行員の育児休業等取得率100％以上

進捗状況
セミナーを中心とした様々な取組みにより、女性が活躍できる環境は徐々に整ってきています。

29.6

26.6

31.0

2021 2022 2023

女性行員の役席者登用割合（％）

90.6

目標90%

93.9 94.7

2021 2022 2023

再検査等受診率（％）

18.7

目標20%

20.9

20.2

2021 2022 2023

習慣的運動実施率（％）

34.5

100.0
108.3

取得者／
子が誕生した職員

2021 2022 2023

男性育休取得率（％）

14.6 14.9
16.0

2021 2022 2023

女性役席者比率（％）

チャレンジ性にあふれた企業風土を組織全体に浸透させ、すべての従業員が誇りと働きがいを持ち続け、自由闊達に意見を述べ、
安心して活躍できる組織づくりに取り組みます。

2021年4月から、職員が行内では得られない知識、スキルを獲得すること等を目的として、副
業に従事する「副業認定制度」を開始しています。

当行は、「従業員の心身の健康」が「地域社会の発展に対する貢献」と「当行の持続的な成長」に不可欠であるとの考えに立ち、
「からだ」と「こころ」の両面から健康経営を推進していきます。

主な取組み からだ ｜ 定期健康診断の完全実施、再検査等受診率向上、運動習慣の定着支援
 こころ ｜ ストレスチェックの継続実施、職場巡回の強化

社内環境整備方針

副業認定制度

いわぎん健康経営宣言（2021年8月制定）

推進体制 進捗状況

花巻支店の高橋藍さん。
週末はホームスパンの
デザイナーとして活躍

(2024年4月1日）
実績実績16名名

職員一人ひとりと銀行がともに成長し続ける姿を実現するには、「エンゲージメント」（企業に
対する共感度合など）の向上により、職員が実力を最大限に発揮することが不可欠です。現状
を可視化するとともに、さらなる向上に向けて「エンゲージメントサーベイ」を実施しています。

エンゲージメントサーベイの実施

（2023年度）
※パートタイマーを含む全従業員

約1,900名へ実施

エンゲージメントスコアエンゲージメントスコア

3.59点／点／5点点

女性役席者比率が16％であることや、非正規労働者の約60％を占める女性パートの年収
制限などを要因として、全体の賃金格差は43.8％となっています。今後は女性の積極的な登用
などを通じて、格差解消に努めていきます。

男女の賃金格差 2023 差異

正規労働者 58.5％

非正規労働者 55.4％

全体 43.8％

人事担当役員

人事部

 ［ 連携 ］
健康保険組合

 ［ 連携 ］
産業医・保健師

 ［ 連携 ］
労働組合
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当行は、お客さま、株主、地域社会、従業員などのステークホルダーと積極的にコミュニケーションを図り、いただいたご意見・
ご要望へ誠実に対応していきます。
ステークホルダーの皆さまが、当行グループとのお取引や株式投資を選択するにあたり適切な判断ができるよう、経営や取組内
容に関する情報開示に努めるとともに、信頼されるべく経営の透明性を一層高めていきます。

持続可能な地域社会の実現に向け、様々な形で地域社会との接点を強化しています。

地域社会とのコミュニケーション

株主・投資家とのコミュニケーション

・機関投資家向け説明会
・個人投資家向け説明会
・海外投資家向け発信

・決算発表
・定時株主総会
・1on1 ミーティング （投資家、株主）

・統合報告書（ディスクロージャー誌）
・中間ディスクロージャー誌
・アニュアルレポート

情報の提供・開示

対応者 活動実績

取締役頭取 決算発表、株主総会、機関投資家向け説明会、個人投資家向け説明会

経営企画（財務）担当取締役 株主総会、1on1ミーティング

経営企画部門担当部長 1on1ミーティング

対応者

2004年より地域の子どもたち（主にU-15世代）の
キャリア教育支援を展開している「NPO法人 未来図書
館」の活動趣旨に賛同し、当行は2023年度より参画して
います。地域企業の従業員が社会人講師となり、生徒と
人生経験や職業選択について語り合う、対話型のプロ
グラムであり、当行職員も積極的に参加しています。

岩手銀行赤レンガ館は2012年まで営業店舗として使用した後、2016年からは公開
施設としてリニューアルオープンしました。2023年はニューヨーク・タイムズ紙「2023年
に行くべき52カ所」に盛岡市
が選出された効果などから
多くの観光客が訪れました。

岩手銀行赤レンガ館（国指定の重要文化財）

キャリア教育支援（NPO法人 未来図書館との協同）

2023年度活動参加

7校
（中学生約800名）

2023年度来館者数

19.6万人

地域に根差した銀行として、日頃よりお客さまとのコミュニケーションを幅広
く図っています。
例年6～7月にかけて地域IRを実施し、当行グループの経営内容や取組みな

どを説明するとともに、幅広いお客さまとの交流を図っています。2023年度に
は、参加者を対象に当行グループへの満足度や今後期待することなどに関し
てアンケートを実施し、お客さまの声をグループ全役職員へ共有し、施策に反
映させています。

お客さまとのコミュニケーション

59

2023

39

2022

31

2021

27

2020

25

2019

17

2018

11

20172016

55

10

15

20

15

30

45

60

左軸：年度
右軸：累計

■満足

■やや満足

■普通

■やや不満

■不満

■無回答
44.4％

29.2％

22.6％

1.4％ 0.6％ 1.8％

アンケート
回答数
1,260名

（回答率71％）

赤レンガ館の来場者（万人）

地域IRアンケート（当行に対する満足度）

区分 主な内容

営業実績 中期経営計画の進捗状況、有価証券含み損の状況と今後の対応、業績予想水準について

経営戦略 「金利のある世界」への対応状況、融資増強や有価証券運用の考え方、新事業領域への取組

資本政策 東証要請への対応について、自己資本比率の水準について、配当・還元方針の考え方、主要株主との対話状況

企業価値 気候変動問題への取組、人的資本経営について、ビジュアルアイデンティティについて

地域経済 岩手経済の成長可能性、成長ドライバーや成長業種、金利上昇等によるマイナス影響

対話の主なテーマ・内容

実施内容 開催時期 2022 2023

決算発表 5月、11月 2回 2回

機関投資家向け説明会 6月 1回（57名） 1回（58名）

株主総会 6月 75名 80名

1on1ミーティング（投資家、株主） 随時 30回 20回

個人投資家向け説明会 12月 ー 619名（オンライン）

海外投資家向け発信 随時 アニュアルレポート（9月） アニュアルレポート（9月）
決算発表（中間期、11月）

活動実績

対話の中で寄せられた意見
は、取締役会および経営陣へ
適宜報告・共有しており、経営
や施策に反映させています。

株主・投資家からのフィードバック

取締役会での共有・分析

経営・施策への反映・改善

03
S E C T I O N

株主・投資家の皆さまが当行グループの取組内容や財務状況、非財務情報を理解し、経営の健全性を適正に判断できるようわ
かりやすい情報開示に努めるとともに、対話機会の強化を重視しており、積極的なコミュニケーションに努めています。
2023年度は、機関投資家向け説明会の継続に加え、昨今高まりをみせる「貯蓄から投資へ」の流れを受け、個人投資家向け説
明会を新たに開催するとともに、海外投資家に対する決算発表などの説明要旨の英訳配信を始めました。

ステークホルダーとのコミュニケーション

実施概要 2022 2023

開催地区 12カ所
（岩手県内10、宮城県1、青森県1）

13カ所
（岩手県内11、宮城県1、青森県1）

参加人数 1,600名 1,700名
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